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平成14年度評議会の開催

清野 豁企画調整部長

平成14年度の独立行政法人農業環境研究所評

議会が、5月24日に農業環境技術研究所におい

て開催された この評議会は 昨年の第1回 平。 、 （

成13年11月16日）に続く2回目の開催である。

評議会メンバーは以下の通りである。

［評議員］

秋元 肇 地球フロンティア研究システム大気組(
成変動予測研究領域長）

中村雅美(日本経済新聞社科学技術部編集委員)

）木村眞人(名古屋大学大学院生命農学研究科教授

（ ）小川吉雄 茨城県農業総合センター園芸研究所長

藤田和芳 大地を守る会会長）(
独立行政法人国立環境研究所理事長

独立行政法人農業技術研究機構理事長

独立行政法人森林総合研究所理事長

独立行政法人水産総合研究センター瀬戸内海区水

産研究所長

農林水産省大臣官房企画評価課環境対策室長

［オブザーバー］

農林水産省農林水産技術会議事務局研究開発課長

理事長の挨拶の後、 企画調整部長から研究

の基本方向、研究所の運営及び平成13年度の業

務実績報告が行われた。午後からは、13年度の

主要な研究成果として以下の紹介が行われた。

1)農耕地から発生する温室効果ガスの発生量

と制御技術

2)地球温暖化に伴う食料生産変動予測

3)遺伝子組換え作物の環境への影響評価

4)農業環境に残留するダイオキシンの現状

5) からみたタンポポ属植物の雑種個体DNA

の識別と全国分布

6)被覆資材による土壌くん蒸用臭化メチルの

大気放出量削減技術の開発

7)わが国における主要穀類の放射能汚染の長

期観測

8)土壌資源情報統合システムの構築

最後に、午前中の業務実績報告と午後の研究

成果を合わせて、13年度業務に関わる総合評価

を行い、評議員から多くの貴重なご意見・ご指

摘を頂いた。そのうち、主な指摘事項は以下の

通りであった。

●研究の主力となる若手研究者の数を確保し、

研究所の活力を維持するための工夫が必要で

ある。

●研究の成果を行政組織やほかの研究機関に提

供することは当然であるが、インターネット

や報道機関を通して、適切な情報を積極的に

一般国民に知らせることも重要である。

●目配りが必要な研究領域と具体的な問題の解

決とを区別した研究課題の設定が必要であ

る。

●重要なバックグラウンドデータをとるための

分析のように地道な業務についても適正な評

価がされるような仕組みが必要である。また

後になって活用される研究成果を評価するこ

とも必要である。

●農業環境技術研究所が実施している農業が環

境に与える影響、あるいは環境が農業に与え

る影響についての基礎的研究は、環境の保全

および農作物の安全に配慮した技術のために

重要であることを自覚していただきたい。


